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論 文 内 容 の 要 旨 
2001 年の WTO 加盟を契機にプレゼンスを高めつつある中国には、日・米・欧だけではなく、韓国
などの NIEs からの投資も増えており、前例のない勢いで立地が展開されている。同時に、近年世界
で最も有望視されている中国の自動車市場は、欧米日韓の多国籍企業による熾烈なグローバル競争の
真っ只中にある。とりわけ、中国進出において欧米より後発である日韓自動車企業による中国国内市
場の占有率は、2002 年以降著しく上昇している。 
このような国境を跨いで行われる多国籍企業の事業活動は、それ自体、空間的次元の問題すなわ
ち立地問題を内在している。言うまでもなく、立地は依然として競争優位を左右する決定的な役割を
果たしている。つまり、多国籍企業が中国国内市場において競争優位を構築する為には、「立地優位
性の獲得」が必要不可欠だと考えられる。したがって、進出先国である中国の立地要件を十分理解し
た上で最適な立地行動と企業のグローバル戦略を立てることは重要だと考えられる。その為には、中
国に進出している既存の多国籍企業の立地行動の状況と特徴をよく考察する必要がある。 
他方、受入国としての中国も、多国籍企業の立地行動のパターンと特徴を理解することで望まし
い立地環境の整備とより多くの企業の誘致に努めることができる。また、近年中国の目覚しい発展と
ともに浮き彫りとなっている、地域格差問題を是正する為にも、中国の実情に合わせた望ましい産業
立地政策が必要である。その為には、多国籍企業の企業本国の違いや業種の違いなどを踏まえて、最
適な立地選定を追求する多国籍企業の立地行動を十分に理解することが必要である。 
以上のような問題意識のもとで、本研究では、多国籍企業の立地論の観点から、企業の立地行動に
影響を与える二つの要因、すなわち、「地域特性」と「企業特性」のアプローチにより、日韓自動車
企業の中国国内における経営行動の空間的側面を解明した。 
本研究での主要分析内容は次のように整理できる。 
まず、中国国内における日韓製造企業の立地行動は雁行形態的特徴を有していることが明らかに
なった。その要因の一つとして、先進国である日本と NIEs である韓国の産業発展の違いが挙げられ
るだろう。 
次に、日韓製造業の六つの主要業種を中心に、中国国内立地行動について比較検討を行った。そ
の結果、日韓製造業のうち五つの主要業種（食料品産業、繊維産業、電気・電子機器産業、機械産業
と化学・医療産業）では、日韓製造企業全体の趨勢と同様に、中国国内における立地選択が中部沿海
地域へシフトされつつあることがわかった。ただし、自動車企業だけはそれと異なる独特のパターン
と特徴を示していた。 
また、日韓自動車企業の中国国内における立地行動について、日韓自動車組立メーカーの進出時期
に焦点を当てると、日韓製造企業全体の傾向と同様に雁行形態的特徴を有していることが推察できた。
同時に、日韓自動車部品メーカーの立地行動はそれぞれ日韓自動車組立メーカーの立地行動と連動し
ていることもわかった。 
さらに、本研究では、事例研究を通して、日韓自動車部品メーカーの中国国内における立地決定の
実態と特徴も明らかにした。 
本研究では、日韓自動車企業を中心に、これまで十分究明されてこなかった日韓多国籍企業の中国
国内における「立地行動」の比較研究を行った。そしてそれを通じて、日韓多国籍企業の中国におけ
る立地行動の論理を解明したことが本稿の主要な成果である。くわえて、中国政府への若干の政策課
題の提示も試みたことも本稿の成果として挙げられるだろう。 
 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
本論文は、産業立地論の観点から、日韓の製造企業（とくに自動車企業）の中国国内立地選択につ
いて考察を行っており、中国が「世界の工場」から「世界の市場」へと位置づけが変わる中で、日韓
多国籍企業が中国のどのような地域に立地展開するのかを「企業特性」と「地域特性」の両面から検
討している。 
 １章で問題意識と検討課題を述べており、２章で多国籍企業の立地行動に関する理論的な整理・検
討を行っている。３章～５章で日韓多国籍企業の中国国内立地選択についての実態分析を行っている
が、３章では日韓製造企業全体の中国国内立地選択はともに中部沿海地域へとシフトしてきたことを
立地データで確認するとともに、自動車産業では他の業種とは異なる独特の立地パターンがみられる
ことを指摘している。４章では日韓自動車企業の中国国内立地選択の特徴について、自動車組立メー
カーと自動車部品メーカーとに区分してさらに分析しており、また、日韓のサプライヤーシステムの
違いが中国国内立地に影響しているとの仮説を提起している。５章では日韓の自動車部品メーカーへ
の聞き取り調査を踏まえて、自動車部品メーカーの自動車組立メーカーへの随伴立地の特徴を整理・
検討している。６章で研究全体のまとめを行っている。  本論文の意義としては、以下の３つが挙
げられる。第１に、日韓多国籍企業の中国への立地行動について、理論的検討および実態分析の両面
から研究を行い、独自の分析フレームワークにもとづいて日韓自動車企業の中国国内立地選択の特徴
を明らかにしたことが評価できる。 
第２に、理論的検討に関して、立地主体である企業の特性として、日韓のサプライヤーシステムの
相違について着目して、自動車部品メーカーの自動車組立メーカーへの随伴立地について考察を行っ
た点が評価できる。 
 第３に、実態分析に関して、日韓製造企業の中国現地法人データ(立地データ)の分析だけでなく、
日韓自動車部品メーカーへの聞き取り調査を行うことにより、日韓自動車企業の中国国内立地選択に
ついて、丹念に分析を行った点が評価できる。 
 ただし、本論文には問題点もある。立地要因の考察において不十分な面があり、また理論的なイン
プリケーションについての論述も不足している。 
 以上のような問題点は存在するものの、本論文の意義を損なうものではない。よって、審査委員会
は、本論文が博士（商学）の学位を授与するに値すると判断した。 
